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要　　旨
　高等学校のドロップアウトの問題は、個人と社会に負の影響をもたらす。日本では、予防のため
の現状把握が課題であることが指摘されている。本研究の第1の目的は、高等学校の非卒業者の状況
について検討することであった。第2の目的は、非卒業者の特徴について検討することであった。地
方のある全日制普通科の高等学校に入学した生徒122人について、ホームルーム担任へのインタ
ビューを行った結果、3年後（卒業予定年度末）の非卒業者の中に、中途退学者と転学者が2：1の割合
で含まれていた。また、海外の先行研究におけるドロップアウトのリスク要因が、退学者・転学者・
休学者のいずれにおいても認められた。加えて、本研究では新たに、対人関係の問題、不本意入学、
集中困難といった特徴も見出された。今後、転学者の問題に着目するとともに、外からは見えにく
い非卒業者の内面的な特徴について、より踏み込んだ検討が必要である。
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Ⅰ．問題と目的

1．日本における非卒業者の現状把握に
関する問題

　高等学校のドロップアウト（高等学校までの課程
を修了せずに学校を去ること）の問題は、個人と社
会 に 負 の 影 響 を も た ら す（ 青 砥, 20091）: Bowers, 
Sprott & Taff, 20132）; Edmondson & White, 19983）; 
法務省法務総合研究所, 4）小林, 19935）; 内閣府, 20116）; 
Rumberger, 19877）; 齊藤, 20008）; 高橋・玄田, 20049）; 
東京都教育委員会, 201310））。個人に及ぼす影響とし
ては、雇用や正規雇用の困難、失業率の高さ、生涯
賃金の低さ、社会への適応の困難、生活の質（Quality 
of Life: QOL）の低さ、健康の水準が低く平均寿命が
短いこと、家庭経営や育児への負の影響、自己実現
の困難さ等が指摘されている。また社会への影響と
しては、犯罪率の高さ、個人への影響が次世代に及
ぶこと、税収の減少、社会的サービスの請求の増
加、政治への参加の低さ等が指摘されている。
　米国ではドロップアウトの予防に関する研究が半
世紀以上にわたって蓄積されてきた。藤江・藤生

（2020）11）はそれらの研究をレビューし、ドロップア
ウトの予防が進展するためには、対策と検証の土台
となる現状把握が必要であることを提言した。日本
では、文部科学省が毎年、「児童生徒の問題行動等
生徒指導上の諸問題に関する調査」を実施し、高等
学校の中途退学の状況を報告している。文部科学省

（2020）12）によると、日本の2019年（令和元年度）の全
国の中途退学者数は42,882人（前年度48,594 人）で、
在籍者数に占める割合は1.3％（前年度1.4％）であっ
た。文部科学省が「中途退学率」として公表している
のは、「その年度の在籍者数に占める中途退学者数
の割合」で、ここでは「1.3%」がその数値である。こ
の数値は、公表されている昭和57年以降、2％台か
ら1％台で推移している（文部科学省, 2020）12）。これ
に対して、実際に高等学校を卒業していない生徒

（以下「非卒業者」と記述する）の率と、文部科学省に
よって公表されている「中途退学率」との間に差があ
ることが指摘されてきた。青砥（2009）1）は、2002年
から2005年に全国の国公私立高校（全日制と定時制）
に在籍した生徒数と、3年後に卒業した数をもと
に、非卒業者数を算出し、その率が5～8％で推移し

ていることを推計している。乾・桑嶋・原・船山・
三浦・宮島・山﨑（2012）13）も同様の方法で推計卒業
率を算出し、文部科学省が公表している中途退学者
の率と差があることを指摘している。酒井・林

（2012）14）は、東京都教育委員会のホームページの
データをもとに、都立高等学校の「在籍者減少率」を
検討した。それによると、2007年度の1年生の2年後
の「在籍者減少率」は、全日制高校で8.1％、定時制
高校では27.5％であった。このように、文部科学省
が算出する「中途退学率」と、研究者が推計する非卒
業者の率とは大きな開きがある。非卒業者の現状の
把握は、日本において重要な課題と言える。

2．非卒業者の特徴に関する問題
　米国では、ドロップアウトの予防に関する研究の
中で、さまざまなリスク要因が明らかにされてき
た。多くの先行研究がドロップアウトのリスクを高
めることを指摘しているのは、学業成績の低さであ
る（Alexander et al., 200115）; Battin-Pearsonn et al., 
2000; 16） Brooks-Gunn et al., 199317）; Croninger & 
Lee, 200118）; Edmondson & White, 19983）; Finn, 
198919）; Reynold et al., 2004; 20）。また、学校への出
席状況の悪さも、ドロップアウトのリスクを高める
ことが指摘されている（Alexander et al., 200115）; 
Archambault et al., 200921）; Finn, 198919）; Janosz et 
al., 200022）; Malloy, 199723））。 欠 席 に つ い て は、
Lever et al. （2004）24）が15％を基準としてハイリス
クの生徒を特定し、ドロップアウト予防プログラム
を実施したところ、効果が認められたことを報告し
ている。その他の主なリスク要因としては、留年の
経験（Brooks-Gunn et al., 199317）; Croninger & Lee, 
200118）、 問 題 行 動（Finn , 198919）; Battin-Pearsonn 
et al., 200016）; Janosz et al., 200022））、教師との対立

（Croninger & Lee, 200118）; Lever et al., 200424））、
仲 間 と の 対 立（Janosz et al., 200022）; Lever et al., 
200424）; Edmondson & White, 1998）3）が挙げられて
いる。
　学業成績と中途退学との関連については日本の研
究においても指摘されている（片山, 200825）; 大久保, 
200526）; 竹綱・鎌原・小方・高木・高梨, 200327））。
しかし、海外のドロップアウトのリスク要因に関す
る研究をもとに、非卒業者の特徴を検討した研究
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は、これまで日本において行われていない。

3．本研究の目的
　以上のことから、本研究の第1の目的を、高等学
校の実際の非卒業者の割合と内訳について検討する
こととする。第2の目的を、海外のドロップアウト
のリスク要因の研究をもとに、非卒業者の特徴につ
いて検討することとする。調査は、幅広い学力の生
徒が入学していると考えられる高等学校を選定し、
ホームルーム担任へのインタビューを通じて実施す
る。非卒業者の状況については、入学した生徒の3
年後（卒業予定年度末）の卒業者及び非卒業者の人数
と内訳を明らかにする。非卒業者の特徴について
は、米国の先行研究において示されているリスク要
因がどの程度該当するか、検討を行う。また、日本
独自のリスク要因を探索的に検討する。

Ⅱ．方法

1．調査対象・調査時期
　調査協力校として了解が得られたA高等学校2005
年度入学生122人のホームルーム担任3人を対象とし
た。A高等学校は、地方にある全日制の公立高等学
校で、幅広い学力の生徒が進学する全日制普通科の
高等学校である。
　調査は、2008年3月下旬～4月上旬に実施した。

2．手続きと倫理的配慮 
　調査の実施にあたり、以下のような研究倫理の配
慮の徹底を行った。学校長と学年主任に、文書及び
口頭で、成績、出席状況等を調査に含むことについ
て、海外の先行研究を踏まえ、その意義を伝えた。
また、データは研究のためにのみ使用し、学校や生
徒が特定されることも個人情報が漏洩することも一
切ないこと、回答は任意であることを伝えた。学校
長に許可を得た上で、ホームルーム担任に個別に面
接し、同様の趣旨を伝え、調査を依頼した。回収に
あたっては、ホームルーム担任に再び個別に面接を
行い、当該生徒の状況についてインタビューを行い
ながら回答の妥当性について確認を行った。

　質問紙は鍵の掛かるロッカーに厳重に保管し、集
計後、粉砕・破棄した。データの扱いについては細
心の注意を払い、個人情報を削除した上電子化し
ネット流失のおそれのないパソコンで分析を行っ
た。研究公表後一定期間経過した後に、復元できな
いような消去を行う。

3．調査内容 
　以下の⑴、⑵について情報収集を行った。
⑴ 　入学者の3年後（卒業予定年度末）の卒業者及び

非卒業者の人数と内訳
⑵　非卒業者の特徴
　①　卒業に至らなかった理由またはきっかけ
　② 　学業成績；中途退学によって年度末の成績が

つかない生徒がいることを想定し、高等学校が
把握している中学3年の評定（絶対評価の5段階
評定）で1を有していたか否か、回答を依頼し
た。

　③ 　出席状況：Lever et al. （2004）24）の予防プロ
グラムで採用されている15％の基準を採用し、
非卒業者について、中学校及び高等学校のいず
れかの学年で基準以上の欠席があったか否か、
回答を依頼した。

　④　原級留置の経験の有無
　⑤　破壊的な行動の有無
　⑥　教師との対立の有無
　⑦　生徒との対立の有無　
　⑧ 　授業中の行動の問題の有無：授業中の行動の

問題がある生徒について、面接時に具体的な状
況についてインタビューを行った。

Ⅲ．結果
　入学生122人のうち、3年後（卒業予定年度）に卒業
し た 生 徒 は107人（87.7 ％）で、 非 卒 業 者 は15人

（12.3％）であった。非卒業者の内訳は、中途退学者
8人（6.6％）、転学者注24人（3.3％）、休学者3人（2.5％）
であった。転学はいずれも、進級に必要な単位を修
得できなかった結果として選択されたものであっ
た。転学者の転学先は、通信制課程または単位制高
等学校であった。
　非卒業者の3年後（卒業予定年度末）の動向と特徴
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を表1に示す。それぞれの生徒のホームルーム担任
が、該当していると回答した特徴に＊を付した。中
途退学の理由またはきっかけとして示されたのは、
対人関係の問題、問題行動、不登校、不本意入学・
意欲喪失、学業不振であった。転学の理由または
きっかけとして示されたのは、対人関係の問題と学
業不振で、中途退学者の一部の特徴と共通してい
た。休学の理由またはきっかけとして示されたの
は、中途退学者の傾向とは異なり、不登校、意欲喪
失、欠課時数オーバーであった。
　ドロップアウトのリスク要因は、退学者・転学
者・休学者のいずれにおいても認められた。学業に
関わる問題（中学の成績・欠席、高等学校の欠席）は

非卒業者15人中14人に認められ、退学者・転学者・
休学者にわたっていた。原級留置は、15人中3人が
経験しており、1人は退学に、2人は休学に至ってい
た。問題行動は、15人中4人に認められ、退学者・
転学者・休学者にわたっていた。教師との対立は15
人中2人に認められ、いずれも退学に至っていた。
生徒との対立は15人中2人に認められ、退学者と転
学者にわたっていた。本研究では、上記の項目に加
え、授業中の行動の問題についてインタビューを
行ったが、その結果、集中困難が15人中6人に認め
られ、退学者・転学者・休学者のいずれにもわたっ
ていた。また、全体として、卒業に至らなかった理
由またはきっかけは同じでも、認められたリスク要

表1　非卒業者の特徴（N=15）

生徒 動向 卒業に至らなかった
理由またはきっかけ

中学 
成績

中学 
欠席

高校 
欠席

原級 
留置

問題 
行動

教師との 
対立

生徒との 
対立

授業中の 
問題

A 退学 対人関係の問題 ＊ ＊ 集中困難

B 退学 対人関係の問題 ＊ ＊ ＊

C 退学 問題行動 ＊ ＊ ＊ 集中困難

D 退学 不登校傾向 ＊ ＊

E 退学 不登校傾向

F 退学 不本意入学
・意欲喪失 ＊ ＊

G 退学 不本意入学
・学業不振 ＊ 集中困難

H 退学 学業不振 ＊ ＊ ＊ ＊

I 転学 対人関係の問題 ＊ ＊ ＊ ＊ 集中困難

J 転学 対人関係の問題 ＊ ＊

K 転学 学業不振

L 転学 学業不振 ＊ 集中困難

M 休学 不登校傾向 ＊ ＊ ＊

N 休学 意欲喪失 ＊ ＊

O 休学 欠課時数
オーバー ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 集中困難

注）1　生徒Ａから生徒Oまでの15人について、ホームルーム担任から報告された特徴として該当するものに＊を記した。
　 2　「中学成績」：中学3年の評定に1科目以上の1があった生徒
　　　「中学欠席」：中学1年・2年・3年のいずれかで欠席日数が15％を超えていた生徒
　　　「高校欠席」：高校1年・2年・3年のいずれかで欠席日数が15％を超えていた生徒
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因は、生徒によってそれぞれ異なっていた。

Ⅳ．考察

1．非卒業者の割合と内訳について
　本研究の第1の目的は、高等学校の非卒業者の実
際の割合とその内訳について検討することであっ
た。本調査の実施校において、対象生徒の卒業率は
87.7％、非卒業者は12.3％であった。非卒業者の内
訳は、中途退学者6.6％、転学者3.3％、休学者2.5％
であった。休学者については、その後の卒業の可否
が不明であるため、調査実施校の卒業に至らなかっ
たことが明らかな生徒は、中途退学者6.6％と転学
者3.3％を加えた9.9％であった。転学者のその後の
動向は不明であるが、全員が卒業に至っていれば本
調査を実施した生徒の卒業率は6.6%となる。本調査
における非卒業者の割合は、休学者を除くと、6.6％
～9.9％の範囲となる。青砥（2009）1）は前述のよう
に、2002年から2005年に全国の国公私立高校（全日
制と定時制）に在籍した生徒数と、3年後に卒業した
数をもとに非卒業者数を算出し、その率が5～8％で
推移していることを推計した。本調査における6.6％
～9.9％という非卒業率は、青砥（2009）1）の5～8％と
いう推計と大きくかけ離れていない。一方、本調査
を実施した2007年度について、公表されている文部
科学省の「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問
題に関する調査」を見ると、「中途退学率」は2.1％で

（文部科学省, 2008）28）、本調査や青砥（2009）1）の調査
結果と数倍の開きがある。
　このような数値の開きについては、2つの理由が
考えられる。1つは、調査方法の問題である。本研
究の調査も、青砥（2009）1）の調査も、ある年度に高
等学校に入学したコホートにおける非卒業者の率を
試算したものである。一方、公表される「中途退学
率」は、前述のように単年度の在籍者数に占める中
途退学者数の割合で、入学した生徒のうち、非卒業
者がどのぐらいの割合に上るのかということを示し
たものとは異なる。2つめの理由として、文部科学
省の調査の対象が「中途退学」であり、それ以外の形
で学校を去る生徒は含まれていないことが考えられ
る。土岐（2014）29）は、公立高等学校の通信制課程に
ついて、入学した生徒（転学者注1を含む）が4年間科

目登録の手続きを取らないと除籍となること、調査
を行った3年間を通じ、卒業した生徒の率が40％台
にとどまっていたことを報告している。このこと
は、転学先で卒業に至らない生徒が一定程度存在
し、かつ「中途退学」注2としてカウントされていない
可能性があることを示している。本研究の調査協力
校では、中途退学と転学が2：1の割合で生起してい
た。全国の高等学校において、軽視できない数の生
徒が転学によって入学した学校を去っている可能性
がある。土岐（2014）29）は中途退学に転学を加えた

「広義の中退」の実態を把握する必要があると指摘し
ている。酒井・林（2012）14）もまた、中途退学につい
て、「入学した高校を親の転勤などを除く何らかの
理由で辞めざるを得なくなったケースをすべて包含
することが望ましい」と指摘している。全国におけ
る転学者数、及び転学先での卒業の可否が調査され
ることで、日本における非卒業者の現状がより明ら
かになると考えられる。

2．非卒業者の特徴について
　本研究の第2の目的は、海外のドロップアウトの
リスク要因の研究をもとに、非卒業者の特徴につい
て検討することであった。ホームルーム担任へのイ
ンタビューの結果、学業に関わる問題（中学の成
績・欠席、高等学校の欠席）が、退学者・転学者・
休学者のいずれにおいても認められた。原級留置
は、退学者にも休学者にも認められた。問題行動
は、退学者・転学者・休学者のいずれにおいても認
められた。教師との対立は、退学者にのみ認められ
た。生徒との対立は、退学者と転学者のいずれにお
いても認められた。本研究では、上記の項目に加
え、授業中の行動の問題についてインタビューを
行った。その結果、集中困難が退学者・転学者・休
学者のいずれにおいても認められた。このように、
退学者・転学者・休学者のすべてが、学校への適応
において何らかの困難を抱えていた状況が示され
た。また、本研究において転学はいずれも、進級に
必要な単位を修得できなかった結果として選択され
たものであった。非卒業者の問題を考えるとき、転
学者の問題に着目する必要があることが示唆され
た。
　以上のように、海外の先行研究におけるドロップ
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アウトのリスク要因が、退学者・転学者・休学者の
いずれにおいても認められた一方、本研究において
新たに見出された非卒業者の特徴もあった。それら
は、対人関係の問題、不本意入学、そして集中困難
である。このうち不本意入学は、高等学校までが義
務教育であり、多くの生徒が地域の高等学校に入学
する米国と異なり、入学試験を通過して高等学校に
進学することが一般的な日本において特有な要因と
考えられる。また、対人関係の問題と集中困難につ
いては、発達障害や心の不調等が関わっている可能
性もある。そのような外からは見えにくい内面的な
特徴について、より踏み込んだ検討が必要と考えら
れる。

4．今後の課題
　本研究の問題点は、以下の2点である。第1の問題
は、対象者の少なさである。今回の調査対象校は１
校のみであったため、その調査の結果が、対象校独
自のものなのか、高等学校に共通する傾向であるの
か検討することができなかった。第2の問題は、調
査の方法である。本研究においては、ホームルーム
担任のインタビューを通じて、非卒業者の特徴の検
討を行った。学校を去った理由やきっかけ、あるい
は生徒の特徴に関するホームルーム担任のバイアス
の存在が否定できない。また、生徒が抱える困難な
状況は、ホームルーム担任の目から見ただけでは把
握できないという限界がある。上述のように、学校
を去った理由やきっかけの背景に発達障害や心の不
調などがあった可能性もあるが、本研究において
は、生徒がどのような困難を抱えていたのか、明ら
かにすることはできなかった。
　これらの問題を改善するためには、第1に、より
広い範囲で調査を実施する必要がある。第2に、
ホームルーム担任を対象とした調査のみでなく、高
校生を対象とした質問紙調査を実施し、非卒業者の
特徴をさらに明らかにする必要がある。以上のこと
を、次の課題としたい。

 
注
1）  「転学」については、「単位制高等学校教育規程」

に「単位制による課程に係る転学又は転籍は、
修得した単位及び在学した期間に応じて、相当
の期間を在学すべき期間として、これを許可す
ることができる。」（第5条第1項）と規定されて
いる。また、学校教育法施行規則に「全日制の
課程、定時制の課程及び通信制の課程相互の間
の転学又は転籍については、修得した単位に応
じて、相当学年に転入することができる。」（第
5条第2項）と記されている。

2）  「中途退学」については、「学校教育法施行規則」
に「生徒が、休学又は退学をしようとするとき
は、校長の許可を受けなければならない。」（第
94条）、「懲戒のうち、退学、停学及び訓告の処
分は、校長（大学にあっては、学長の委任を受
けた学部長を含む。）が行う」（第26条）と規定さ
れている。
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